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Ⅰ　総論

平成
元 ６ １１ １６ １８

定員 54,376 56,752 57,100 56,239 56,159

 所得税確定申
 告書提出件数 1,697 1,927 2,028 2,167 2,318

法人数 218 261 273 281 283

※　各欄の左上には、平成元年を100とした場合の指数を表示している。

年度

定員、所得税申告件数及び法人数の推移
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（年度）

（億円）

消費税 源泉所得税 申告所得税 相続税 法人税 その他

【全税目合計】

24,842

26,668

27,661
28,149

27,830
27,031

26,606

24,980

23,280

20,516

17,048

22,519

14,118

11,691

(注）地方消費税を除く。

20,228

18,673
17,844
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（参考） 

 

平成 17 年分消費税及び地方消費税確定申告（個人事業者） 

の収納状況等について 

 

消費税免税点の引下げ（従来の 3 千万円から 1 千万円）に伴い、納税者数

が増加したことから、振替納税の利用勧奨や納税資金の備蓄の呼びかけなど

期限内収納確保のための施策に取り組んだ結果、概ね前年並みの期限内収納

率が確保された。 

 

 徴収決定 期限内収納 期限後収納等 督促状発付 

件

数 

 
千件 

1,483  

87.6% 
千件 

1,299 

3.3% 
千件 
49 

9.1% 
千件 
135 平成 17 年 

金

額 

 
百万円 

500,125 

88.8%   
百万円 

443,923 

2.8% 
百万円 
14,322 

8.4% 
百万円 
41,880 

件

数 

 

1,138 

87.3 

993 

3.5 

40 

9.2 

105 
 
内 

新規 金

額 

 

308,253 

87.3 

269,058 

4.0 

12,275 

8.7 

26,920 

件

数 

 

377  

87.8 

331 

2.0 

8 

10.2 

38 
平成 16 年 

金

額 

 

186,083 

88.6   

164,808 

1.8 

3,455 

9.6 

17,820 

(注１) 徴収決定の件数及び金額は、確定申告において納税額があるものの計数である。 

(注２) 上段の割合は、徴収決定の件数、金額に対するそれぞれの割合である。 

(注３) 金額は地方消費税分を含む計数である。 
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差  押  予  告

財 産 差 押 え

公  売  予  告

公      　売 

税務署長その他国税の徴収に
関する事務に従事する職員（国
税徴収法2条11号）

※ 「徴収職員」

差 押 え の 手 続 開 始

完　　　　　結

    ○   納　付　し　ょ　う　よ　う
        　（職員の臨戸、集中電話催告センター室等）
    ○   滞　納　者　の　実　情　把　握

必 要 に 応 じ て 財 産 調 査・捜 索

国　税　の　法　定　納　期　限

　２．国 税 の 滞 納 整 理 の 流 れ

督　促（差押えの前提条件となる行政処分）

　○　納　付　の　意　思　な　し
　○　納　付　約　束　の　不　履　行

納　付

国税通則法37条1項
「納税者がその国税を・・・完納しない場合に
は、税務署長は、・・・督促状によりその納付を
督促しなければならない。」

国税徴収法141条
「徴収職員は、・・・必要があるときは、・・・質
問し、・・・検査することができる。」

国税徴収法142条1項
「徴収職員は、・・・必要があるときは、・・・捜
索することができる。」

国税徴収法94条
「税務署長は、差押財産を換価するときは、こ
れを公売に付さなければならない。」

交付要求（国税徴収法82条1項等）
「・・・税務署長は、・・・交付要求しなければならない。」

第二次納税義務（国税徴収法33条～41条）
「税務署長は、・・・納付通知書により告知しなければならない。」

国税徴収法47条1項
「・・・徴収職員は、滞納者の国税につきそ
の財産を差し押えなければならない。」

参加差押え（国税徴収法86条）
「税務署長は、・・・交付要求書に代えて参加差押書を滞納
処分をした行政機関等に交付してすることができる。」

 

 ５ ０ 日 以 内
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３．組織図（概略）

国税徴収官

国税調査官

国税徴収官

国税調査官

特別国税調査官

統括国税徴収官

統括国税調査官

酒類指導官

税　務　署 総　務　課

税務広報広聴官

特別国税徴収官

（５２４）

納税管理官

特別国税徴収官

統括国税徴収官

徴　収　課

機　動　課

国税訟務官室

集中電話催告センター室

徴　収　部 管　理　課

（１２）

査　察　部

調査管理課、調査総括課、特別国税調査官、統括国税調査官等

査察管理課、査察総括課、特別国税査察官、統括国税査察官等

調　査　部

国　税　局
（国税事務所）

※　全国の税務署の徴収業務関係部署で採用している非常勤職員数は把握していないが、平成１８年度の非常
　勤職員の賃金予算額は、約３億７千万円である。

※　（　）書きは、事業所数を表す。

課税第二部 法人課税課、消費税課、資料調査課、酒税課等

総　務　部

課税第一部

特別整理総括課

総務課、人事課、会計課、厚生課、国税広報広聴室等

課税総括課、個人課税課、資産課税課、資料調査課等

全国の国税局（国税事務
所）に配置されている徴
収定員は、約１，０００人

全国の税務署に配置されている徴収定員は、
約３，０００人
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単位：千人、億円

人　員 税　額 人　員 税　額 人　員 税　額

全 国 計 1,015 18,673 980 9,298 1,995 27,972

人　員 税　額 人　員 税　額

全 国 計 976 10,128 1,019 17,844

単位：回
集中電話催告センター室

署内面接 臨　　戸 催　　告 小　　計 架電・受電

全 国 計 460,344 310,862 1,210,333 1,981,539 737,020 2,718,559

単位：回

区　分

全 国 計
(注)　「調査等」には、財産調査のほか所在調査や差押不動産の現況確認等、すべての調査事務を含む。

(4) 差押えの実施状況（平成17年7月～平成18年6月） 
単位：人、件、億円

動　産 不動産等 債　権 その他 合　計

人　員 427 7,747 42,786 3,514 54,474

物件数 14,783 27,481 53,938 102,981 199,183

評価額 76 1,511 612 40 2,239
(注)1　「債権」については、「物件数」は第三債務者数、「評価額」は差押債権額を示す。
    2　「小計」及び「合計」は延べ数である。

(5) 交付要求等及び第二次納税義務賦課の実施状況（平成17年7月～18年6月）
単位：回

区　分

全 国 計
(注)　「交付要求等」については、交付要求及び参加差押えの合計回数を示す。

(6) 納税の猶予・換価の猶予等の実施状況（平成17年7月～平成18年6月）
単位：回、億円

回　数 税　額 回　数 税　額 回　数 税　額

全 国 計 448 7 210,842 3,727 211,290 3,734

(1) 平成17年度 滞納発生・整理状況

(2) 納付しょうよう・差押予告等の実施状況（平成17年7月～平成18年6月）

(3) 財産等調査・捜索の実施状況（平成17年7月～平成18年6月）

整 理 済 滞 納 滞 納 残 高
区  分

期 首 滞 納
要     整     理     滞     納     

新規発生滞納 計

(注） 地方消費税を除く。

合　　計

合　　　計

調　査

交付要求等 第二次納税義務賦課

区　分
納税の猶予 換価の猶予

全 国 計

24,440 131

捜　索

区　分

４．業務量に関する指標

区　分

1,494,642 5,970

国税局特別整理部門 及び 税務署

区  分
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５．公共サービス改革法に基づく官民競争入札等に関する意見等 

 
 
○ 国税の徴収は、財産の差押えなど国民の権利義務に直接影響を及ぼす国家
固有の公権力の行使を伴うものである。 
 
○ 税務署等における臨戸や電話による納付しょうようや集中電話催告センタ
ー室（いわゆる納税コールセンター）における電話催告といった業務は、税
務署における財産調査、差押え等の公権力の行使の必要性の判断を伴うもの
であり、この事務のみを切り離して民間に委託する場合、税務署等における
徴収事務が円滑に進められなくなる。 
 
○ 滞納整理に当たっては、納税者の実情を把握した上で、差押えなどの厳正
な処分を実施する一方で猶予等の徴収緩和措置を図る必要もあることから、
国税当局が個々に判断して行う必要がある。                      

 
○ 滞納整理に当たっては、国税当局が保有する極めて守秘性の高い個人情報
が必要となるが、税務行政に対する国民の信頼を維持するためにも、この個
人情報の適正な取扱いが求められる。 
 
 
 
 
 
 
 



（◆は民間委託　◇はアルバイトを活用）

業　　務

各種文書の印刷、
封入、発送業務

◆
◇

◇

　督促状・定期催告書等の印刷
　同封入・発送業務（作成は機械
化）
　納税催告書（随時）の作成・封
入・発送業務（作成は機械化）

◆
◇
　国税庁において年１回実施
　各国税局特別整理部門及び各税務署
において通年実施

電話催告業務 ◇ 　全国１２の集中電話催告センター
室における電話催告
※　各局の集中電話催告センター
室に配置された約100名の職員の
指揮・監督の下で業務に従事

◇ 　17年度は３名（東京２、大阪１）
　18年度以降は、各局の集中電話催告
センター室で計100名以上(４月～６月の
滞納発生ピーク時は最大126名)を採用
し、集中的な電話催告を実施

滞納整理関係書類
の整理

◇ 　滞納処分票の整理（併有発生分
滞納処分票の綴り込み等）

◇ 　各（一部）税務署において通年実施

システムへの情報
入力業務

◇ 　ＫＳＫシステムへの各種情報の入
力

◇ 　各国税局特別整理部門及び各税務署
において通年実施

差押財産の搬送・
保管業務

◆ 　差押動産（自動車・美術品等）の
専門業者による搬送・保管

◆ 　各国税局特別整理部門及び各税務署
において必要に応じて随時依頼

◆ 　不動産については不動産鑑定
士、美術品等については専門業者
に鑑定を依頼

不動産の公売広報
業務

◆

◆

◆

　不動産の公売情報の刷成（一部
の局）
　住宅情報誌、住宅情報業者の
ホームページ等を活用した広報
　インターネットのバナー広告を活
用した広報（全国の公売情報を掲
載した国税庁のホームページに誘
導）

◆ 　各（一部）国税局特別整理部門におい
て通年実施

　各国税局特別整理部門及び各税務署
において必要に応じて随時、鑑定・評価
依頼

６．国税の徴収業務における外部資源の活用状況

委 託 等 の 内 容 備　　　考

差押財産の鑑定・
評価業務

　公売対象となる美術品等の見積価
額算出のための鑑定・評価業務

◆
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Ⅲ 国税に係る納付書の発行・送付について

納付書用紙への印字

発 送

納付書用紙作成用データの抽出（MT作成）

申告書と同封により封入

外

部

委

託

１．納付書用紙の作成・送付
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２．制度・業務の現状 

 

項   目 内   容   等 

① 業務の目的・概要及び

具体的実施方法等 

 国税の申告を行った納税者は、自ら申告した税額について、現金

に納付書を添えて金融機関等の窓口で納付することとなる。このた

め、国税の申告・納付が必要と見込まれる納税者に対し、事前に金

融機関等で納付を行うための納付書用紙を送付しており、その作

成・送付については、従来から民間競争入札による外部委託を実施

しているところである。 

 なお、その発送は申告書用紙の発送時に同封して行っている。  

・ 組織図 

国税庁 － 国税局  ※ 国税局で外部委託を行っている。 

・ 事業所数 

  全国 11 の国税局及び沖縄国税事務所 

② 業務実施に当たっての

全体の組織体系 

・ 配置人員 

  国税局の外部発注担当者を除き、従事人員なし。 

③ 業務量に関する指標の

実績 

・ 納付書送付件数（主要なもの） 

  申告所得税（確定申告分）421 万件、 

法人税（確定申告分）278 万件、 

消費税（確定申告分）267 万件 

 ※ 上記件数は申告書と同封して発送しているものである。 

④ 業務の実施を規制する

現行法令及び関連条項並

びに規制の概況 

 なし 
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３．公共サービス改革法に基づく官民競争入札等に関する意見等 

 

○ 国税の納付書用紙の作成・送付は、民間競争入札による外部委託により実施している。この

納付書用紙の作成・送付については、業務の内容が印字・封入・発送という単純作業であるた

め、業務の質の維持向上及び経費の削減を図る上で、実施主体の創意と工夫を適切に反映させ

る必要性が高い業務であるとは言えないことから、官民競争入札ではなく、今後も民間競争入

札による外部委託を継続することとしている。   

 

４．外部資源の活用状況 

 

項   目 内   容   等 

① 委託業務の内容  納付書への印字・封入・発送 

② 委託先   

③ 業務の費用の財源及び金額  

④ 指定・登録・委託契約の別  

⑤ 契約方法・過去の契約実績 一般競争入札 

 



１．振替納税の利用勧奨事務

申告書提出

振替納税利用勧奨（面接等）

各種相談 各種説明会

提出された口座振替依頼書の整理・入力

※ 上記のほか文書等による一般広報を実施

Ⅳ 振替納税の利用推進について
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２．制度・業務の現状 

 

項   目 内   容   等 

① 業務の目的・概要及び

具体的実施方法等 

 振替納税（国税の口座振替）は、期限内収納の確保や納税者の利

便性の向上を目的とするものであり、納税を失念するケースが多い

と認められる個人納税者の所得税及び消費税を対象に実施してい

る。 

この振替納税の利用勧奨は、一般広報や申告、相談、説明会など

納税者と接触する様々な機会に併せて実施しているところである。 

・ 組織図 

国税庁 － 国税局 － 税務署 

・ 事業所数 

  全国 524 の税務署 

② 業務実施に当たっての

全体の組織体系 

・ 配置人員 

  振替納税の利用勧奨は、税務署において国税の債権管理事務等

に従事する職員（約 3,500 人）が、機会を捉え、他の債権管理事

務を行いつつ実施するとともに、賦課事務を所掌する職員が行う

場合もある。 

③ 業務量に関する指標の

実績 

・ 振替納税の状況（申告所得税（平成 17 年確定申告分）） 

区  分 件  数 金  額 
徴 収 決 定 7,893 千件 1,799,130 百万円 
振替納税利用 4,665 千件 1,342,952 百万円 
振 替 利 用 率 59.1％ 74.6％ 

 

・ 振替納税の状況（消費税（平成 17 年確定申告分）） 

区  分 件  数 金  額 
徴 収 決 定 1,483 千件 500,125 百万円 
振替納税利用 1,091 千件 384,420 百万円 
振 替 利 用 率 73.8％ 77.2％ 

  

④ 業務の実施を規制する

現行法令及び関連条項並

びに規制の概況 

 なし 
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３．公共サービス改革法に基づく官民競争入札等に関する意見等 

 

  振替納税は、期限内収納の確保や納税者の利便性の向上を目的として実施しているものであ

り、その利用状況は、既に納税者の６割から７割に達している。 

  このような中、振替納税の利用勧奨は、効果的・効率的に実施する観点から、税務署の各部

署において、振替納税の利用に関連する申告、相談、説明会や調査、滞納整理時などの機会に

併せて実施しているところであり、この事務のみを切り離して民間に委託することは困難であ

る。 

なお、振替納税の利用勧奨については、提出された口座振替依頼書の整理などその補助業務

について、アルバイト化を行っている。    

 

４．外部資源の活用状況 

 

項   目 内   容   等 

① 委託業務の内容  振替納税の利用勧奨に係る補助事務 

② 委託先  アルバイト 

③ 業務の費用の財源及び金額  不明 

④ 指定・登録・委託契約の別  不明 

⑤ 契約方法・過去の契約実績  不明 
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事 例 １ 
集中電話催告センター室で不満申立 ⇒ オペレーターで対応
困難 ⇒ スーパーバイザーと通話交代 ⇒ 説得 ⇒ 納付約束 
⇒ 完結 

滞 納 者 Ａ（法人） 滞納内訳 消費税 300,000円 
日 時 処 分 経 過 等 
18.6.23 督促状送付 

集中電話催告センター室所掌 

滞納法人へ架電  代表者応答 
納付の意思を示さず、税務調査、加算税・延滞税が課されるこ
となど、税務行政に対する不満を延々と申し立て、オペレータ
ーで対応困難 

18.7.12 
 
 

スーパーバイザーに通話交代 
消費税の性格、延滞税の意義、滞納不利益等をねばり強く説明
し、滞納者を説得  
納税に前向きな態度に改め、即納困難を申立 
収支状況・財産状況確認 
分割納付申立（7月末から毎月末100,000円ずつ3回の分納） 
納付計画書・納付書郵送 
履行監視 
 

18.9.6 納付確認 
 
 

18.10.6 納付確認 
 

18.11.6 納付確認   
完結 
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事 例 ２ 
集中電話催告センター室で納付約束 ⇒ 不履行 ⇒  
税務署に引継ぎ ⇒ 猶予 ⇒ 完結 

滞 納 者 Ｂ（法人） 滞納内訳 消費税 300,000円 

日 時 処 分 経 過 等 

18.6.23 督促状送付 
集中電話催告センター室所掌 

18.7.10 滞納法人へ架電（1回目）  不応答 

18.7.12 
 
 

滞納法人へ架電（2回目）  代表者応答 
納付計画申立（申立内容：7月15日に全額納付予定） 
納付計画書・納付書郵送 
履行監視  

18.7.24 
 
 

納付計画不履行 確認 
滞納法人へ架電 代表者応答 
即納困難と申立 
所轄署へ引継ぎ（税務署において滞納整理を実施することが適

当であると判断） 
 

18.7.26 
 
 

滞納法人の所在地に臨場 代表者と面接 
収支状況・財産状況確認 
分割納付申立（8月末から毎月末100,000円ずつ3回の分納） 
約束手形（100,000円）3枚受領 納付受託 

18.9.6 納付確認 

18.10.6 納付確認 
 

18.11.6 納付確認   
完結 
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事 例 ３ 
集中電話催告センター室で電話催告 ⇒ 不応答 ⇒ 税務署に
引継ぎ⇒ 猶予⇒ 不履行⇒ 差押⇒ 納付⇒ 完結（差押解除） 

滞 納 者 Ｃ（個人） 滞納内訳 消費税 1,000,000円 

日 時 処 分 経 過 等 

18.6.23 督促状送付 
集中電話催告センター室所掌 

18.7.1 滞納者の自宅へ架電（1回目）  不応答 

18.7.5 滞納者の自宅へ架電（2回目）  不応答 

… …        架電（不応答） 

18.8.9 滞納者の事業所へ架電（5回目）  不応答 
所轄署に引継ぎ（税務署において滞納整理を実施することが適

当であると判断） 
18.8.15 滞納者の事業所に臨場 滞納者と面接 

収支状況・財産状況確認 
分割納付申立 （8月末から毎月末500,000円ずつ2回の分納） 
納付誓約書受理 納付書2枚交付 
履行監視 

18.9.6 納付計画不履行確認 
滞納者宅へ架電 （不応答） 

差押予告書送付 （出署指定日：18.9.13） 18.9.10 

署内調査 
帳簿（申告書）調査により、取引先等把握 

18.9.13 出署不履行 

滞納者の取引先へ臨場 
売掛金差押え 

18.9.14 

滞納者から電話 
差押解除申立 ⇒ 拒否 

滞納者出署 
全額納付したい、差押解除を申立て 

18.9.19 

全額署内領収 ⇒差押え解除 
完結 
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事 例 ４ 納税誠意なし ⇒ 差押え ⇒ 換価（取立） ⇒ 完結 
滞 納 者 Ｄ（法人） 滞納内訳 消費税 6,000,000円 

日 時 処 分 経 過 等 

18.6.23 督促状送付 
 

滞納法人の所在地に臨場（代表者と面接） 
収支状況・財産状況の聞き取りに対し、明確な回答なし 
納付計画の提示なし、納税誠意なし 
 
滞納法人の事務所内の捜索を実施 
売掛帳から主要取引先（甲）の売掛金を把握 
経理担当者の机内から（乙）銀行の簿外預金口座の通帳を把握 

取引先（甲）に臨場 
売掛金４００万を差押え 
 

（乙）銀行に臨場 
普通預金２００万円を差押え 

18.6.26 

滞納法人の代表者出署 
差押えに対する抗議と強硬な差押解除要請 
拒否 

18.7.6 取引先（甲）から差押債権の履行（振込）あり 
差押債権（売掛金）の受入れ 
滞納国税に配当、充当 

18.7.7 代表者出署 
売掛金の取立てに対する抗議と差押預金の強硬な解除要請 
拒否 

18.7.10 （乙）銀行／○○支店臨場 
差押債権（預金）の受入れ 
滞納国税に配当、充当 
完結 
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